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はじめに
　東日本大震災からの復興、さらに少子高齢社会と人口減の低成長時代への対
応といった現在の日本社会に課せられた課題に対する有効な理論的枠組みは、
未だ示されてはいない。この状況の中で、宗教、哲学や科学、そして福祉といっ
た人間の営みを可能な限り総合的に把握する認識論上の枠組みを追求し、さら
にそのような枠組みの上に新たな日本社会における福祉のあり方を構想しよう
としたのが本書である。以下、本書評においては、本書の内容を主に確認した
後、最後に若干のコメントを付して結びとする。
1 ．本書の内容
　新たな社会福祉学の要請とその課題
　まず序章において、著者は人間が社会において幸福に生きる条件として国内
における福祉の充実を挙げ、その実現を本書の中心的な課題とする。そしてそ
のために著者が求めるのが、技術革新や経済成長の基礎となる根源的でスピリ
チュアルな思想の革新である。それは具体的には「ケア」、「優しさ」が当たり
前になるモラル社会への転換とそれに結びついた産業の創造であり、創発性と
同時に共感性の高い「友愛」と「連帯」の人間性を涵養していく社会への革新
的転換である。しかもこの転換は、これまでの「お上依存」の体質から市民が
脱却し、市民自身が高いモラルと福祉に対する適切な理解を持ち、それに基づ
いた能動的実践を行ってこそ可能となる。著者が求めるのは市民意識のこのよ
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うな根本的改革であり、さらにそれに伴う福祉学の根本的転換である。そして
その際に著者が提起するのが、人間にとって根源的なスピリチュアルなものへ
の認識と社会倫理をつなぐ公共哲学であり、さらにこの公共哲学から考えられ
た、日本の新たな社会福祉を構想する社会福祉学である。特に著者は社会福祉
学を統一的な社会科学として確固たるものとし、その明確な原理・原則の下に
社会福祉に携わる人々の人材育成を図る事が現在要請されているとする。そし
てそのために諸科学の個別の方法論を越えた、それらがもっている特有の認識
論的立場の批判的吟味の後の総合化を図る。著者によれば福祉学は実証科学で
はない。福祉学とは「生活世界の意味の充実」を目指す実践哲学的な営みであ
り、「ケア」の言葉の意味を豊かにすることがその目的である。福祉学とは「総
合的な人間学」ないし「実践哲学」なのである。
　そして著者は、他者の自立支援という目的で社会、経済、倫理、を総合的に
把握しようとする「福祉の理論」、これまでの福祉という人間の営みを、時代
変遷を通して記述する「福祉の歴史」、そして契約制度という新しい民主主義
の形態の下で福祉学を実践哲学としてまとめ、他者を支援する根拠を哲学的に
追求する「福祉のメタ理論」という三層の構造からなる学問分野として福祉学
を構想する。特にこの福祉のメタ理論は公共福祉と呼ばれ、後述される認識論
上の 4 世界論をもとにしたケア学として定立されている。このケア学とは、対
人援助サービス提供者の持つべき哲学とされ、利用者の生活世界における生の
意味の充実を目的とした生活世界の創発的解釈学として構想されている。
　この著者の構想の特徴は、著者が公共哲学という学問横断的な総合的哲学を
背景にした福祉のメタ理論を展開しようとしている点にある。この公共哲学の
観点においては個人の私的領域と、国家や行政機構といった公の領域との間に、
個人が家族といった親密圏から抜け出し、生活圏を拡大する中で、異質な他者
と出会い、関わりながら「公」の領域への媒介者になる中で現れる「公共圏」
という次元が設定されている。
　しかし現代社会において問題なのは、「公」の領域でもある「制度世界」が「科
学技術」と「権力」、そして「貨幣」（即ち市場経済）の過剰な力によって支配
223
千葉大学　公共研究　第 10 巻第１号（2014 年３月）
され、私たちが具体的に生きる生活世界を圧迫している点である。これが「生
活世界の植民地化」と呼ばれる事態であり、この事態に対して生活世界をいか
にして人間が人間らしく幸福に生きる場へと回復させるかが課題となる。
　そしてこの課題の解決のために著者が提唱するのが生活世界のあるべき姿を
回復させると同時に、他者の生活を自律させる支援の在り方を提示し、さらに
これを「私」から「公」へと公共世界を通じて媒介させていく公共福祉の構想
である。しかもこの構想は制度世界における「権力」、より具体的には行政を
補完の役割へと、そして「貨幣」即ち市場経済を連帯経済へと、また「科学技術」
を友愛の力へと同時並行的に革新していこうとする市民社会の形成を促進する
創発民主主義の試みでもある。従って著者の構想する公共福祉学は、価値中立
的なものではなく、このモラルある市民社会形成に寄与する実践的意図を持っ
た実践哲学である。しかもこの福祉学は主体の生きる意味と他者へのケア、配
慮や気遣いの心を最優位に置く創発解釈学（科学哲学的には批判的実在論）の
立場をとり、資本主義と市場経済とを前提としつつ、自己―他者関係の中での
自立支援というミクロな実存面の重視と共に社会保障制度の設計というマクロ
な制度面を内容とする。
　宗教的認識の哲学的把握
　まず第 1 章において、人間とは本来精神性を備えた宗教的動物であるとい
う著者の宗教への認識が示される。しかし「世俗化」という近代以降の流れの
中で、宗教は人間文化の重要な事柄とは考えられなくなった。
　そこで著者はこの「世俗化」という近代以降の社会現象と「宗教」との関係
を考えるにあたり、「世俗化」という現象を三つのレベルで定義し、結論として、
現在でも宗教は決して廃れておらず、新たな形で重要や役割を果たすとする哲
学者チャールズ・テイラーの議論を紹介する。そしてこのテイラーの議論を踏
まえ、著者は日本におけるスピリチュアル・ブームのように宗教が消費の対象
とされたり、カルトや戦前の天皇制国体のような政治的愛国主義の手段として
利用されたりする点に留意しつつ、それとは異なり、人と人とを結びつける絆
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となり、コミュニテイ形成の原理に資する宗教の哲学的考察を行おうとする。
　もちろん宗教に対する否定的な議論は存在するが、著者はそのような議論は
既存の宗教の在り方に対する批判としてのみ意味を持つとする。著者によれば
完全な無神論を説くかに見えるドーキンスの議論ですら一種の汎神論に過ぎず、
結果として世界の目的や人間の生きる意味を否定するという一般的に受け入れ
がたい結論を導いてしまう。神とは道徳や愛、平和、人生の目的や世界の意味
と共に語られるべきものであり、神そのものの存在の有無をめぐる議論に直接
的な意味はない。私たちの世界の解釈の仕方こそが問題なのである。これが著
者の主張する批判的実在論の立場であり、本書で著者は、ジョン・ヒックの「人
間存在の自己中心から実在中心への展開」という救済ないし解放の基準を宗教
的経験の基準とし、さらに宗教的経験を、倫理的経験を前提にして初めて成立
するものとする。
　ここでいう人間存在の自己中心とは人間のエゴイズムのことであり、このエ
ゴイズムを克服し、人間が何らかの超越的存在への認識を持つようになること
をヒックは宗教的経験としているのである。しかし他方この人間のエゴイズム
の全面的展開、即ち欲望の全面的開放を肯定するのがいわゆるネオ・リベラリ
ズムである。著者はこのネオ・リベラリズムのイデオロギーに対抗する市民社
会の相互扶助のモラルの立ち上げを主張し、さらに人間の限界性の上に立ちつ
つ市民がスピリチュアルな世界のヒューマンな感情を磨き、友愛と連帯を育ん
でいける教育を主張する。
　そしてその際に著者が参考としたのが、伝統的な禅仏教とカール・バルトの
神学との対話を通して独自の哲学を展開した滝沢克己の議論であった。著者に
よる滝沢の宗教哲学の解釈によれば、滝沢の議論では、まず、超越的絶対者と
接触した結果生じる人間の側の有限性の自覚が第一の宗教経験とされる。そし
て五感を通して人間世界の中で、この第一の宗教経験を仏法ないし神法として
人が経験することが、この第一の宗教経験の次に来る第二の宗教経験とされ、
その結果、世界が意味の世界として人間に立ち現れ、世界における様々な諸規
範や諸法則が人間において認識されていくと考えられている。著者はさらにこ
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のような形で宗教経験から新たな社会制度への視座を獲得していった人物とし
て、近代仏教における渡辺海旭と近代日本のキリスト教における賀川豊彦を挙
げ、この二人の思想を紹介する。
　新たな認識論としての 4世界論
　続く第 2 章では、著者は社会哲学の前提となる認識論の問題に足を進める。
著者は生理物質である脳の作用から、個人の心の広がりが他者の心と呼応する
社会や国家の領域、さらにはグローバルな領域にまで至る人間の認識のレベル
を統一的に扱う包括的な認識論を、基礎物理学者による量子場脳理論や、パー
スの言語理論を紹介しながら試みている。そして著者は、ポパーの 3 世界論
とハーバーマスのコミュニケーション的行為論を参考にしながら、人間経験の
複雑さの度合いに応じた認識枠組みとして、自然物を特徴づける世界 1、感覚
的・論理的思考を性格付ける世界 2、社会的活動を性格付ける世界 3、スピリチュ
アルな世界 4 を想定する著者独自の 4 世界論を提起する。
　この構想の興味深い点は、人間に自由を求めさせ、芸術や科学を創発的に生
み出す文化形成作用を持つと同時に究極的な意味や根源を与える世界として、
世界 4 を提示した点である。著者はこの世界 4 が実在的であるとの論証として、
前述したヒックの議論を紹介する。この立場は直接神といった実在を論証する
のではなく、物的な世界や倫理的世界の次元とは異なる次元で超越的な存在を
経験する認知的な状況を認め、また信仰の対象を人間の外に考え、この対象に
人間の意識が対応すると考える。著者はこの立場では信仰とは「宗教的経験へ
の強いられない解釈的活動」として理解されるとする。
　さらに著者はこのモデルにおいて、意味世界の下のレベルから上のレベルに
上昇するにつれ、認知的自由度が上がると同時に宗教的経験は倫理的経験を前
提とすることで認知的となり、下位のレベルの意味世界に対して影響を及ぼし
ていくものとする。そしてこれが、「生活世界の植民地化」に対し、他者に対
して自己を開いていくという行為を通じて、人格相互のコミュニケーション的
行為の世界を回復していく公共哲学の認識論として、著者が提示するモデルで
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ある。
　新たな倫理学と政治哲学への転換――共通恩恵と領域主権の思想
　しかし、そもそも「植民地化された生活世界の回復」のために問題となるの
が公共圏における市民の価値観である。著者は続く第 3 章で、まず現代の世
俗化を背景として形成された現在の公共圏における価値観として、全ての人が
合意できる普遍的な価値を否定するポスト・モダンに代表される価値相対主義
と、それを批判し、アリストテレスの徳の概念の復活を試みるプレ・モダン回
帰の思想を挙げ、この両者に対し、第三の道の可能性を主張する。それは従来
のような「善」を目指して徳を磨くという倫理観から脱却し、人間の有限性か
ら出発し、人間の悪を直視し、現在与えられている人間の有限性の中で、その
悪を抑止しながらその悪と共存するという倫理観を採用する方向性である。そ
れは今現在与えられている自然や世界、生命を恩恵とし、それに応答する責任
の思想の方向性であった。
　著者の西欧倫理思想史の理解によれば、西欧倫理思想の出発点であるプラト
ン、アリストテレスの倫理学は、独特の存在論に基づき、その中核に善と徳を
位置づけた。この倫理学はキリスト教的な形で改変され、中世においてトマ
ス・アキナスによって体系化されるが、この倫理学の流れを批判したのがハン
ス・ヨナスの議論である。伝統的な西欧倫理思想の流れにおける存在論におい
て、人間の徳とは人間のあり得る最善の存在を示し、そして無時間的な永遠と
関わる最善の状態への接近を求めるものがエロースである。しかしヨナスによ
ればここに欠如しているのが責任の概念である。エロースの概念ではその向う
対象に対し責任の感情は生じず、逆に滅びゆく存在、有限の存在に向かう時に
責任の感情は生じるのである。
　著者はこのヨナスの議論を受け、人間や世界の有限性の自覚に基づきながら、
神秘主義と紙一重であるようなエロース的希求心ではなく、人間の徳を永遠存
在ではなく有限存在へと結びつけることや、慈悲や愛といった宗教心の重要性
を主張する。このような宗教心こそが倫理的世界への関心を呼び起し、責任と
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いう概念を中心とした倫理学を導くのである。しかも有限で滅びゆく者への無
償の愛や慈しみの関係から生じる、恩恵と責任を中心とした倫理学への転換に
よってこそ、地球の生態系の有限性や、世代間の世代生成性（Generativity）
を視野に入れた世代間倫理を議論することが可能となる。そしてこの世代間倫
理は世代間における「いのちへの慈愛」に基づき、非対称の倫理である「ケア
の倫理」に結びつく。
　著者によれば福祉の倫理は制度面の整備を別にすれば、ケアの倫理に帰着し、
さらにこの倫理は「友愛」を根拠として定式化される。著者は普遍主義的原理
を基礎とするこれまでの正義の倫理に対し、具体的な状況における対人関係を
前提とし、その中での奉仕と同情を重視するケアの倫理を、キャロル・ギリガ
ンの議論を中心に紹介する。さらに社会保障論を支える倫理学として卓越の倫
理学を主張する塩野谷祐一に対し、上昇的な強者の論理ではなく、下降して底
辺に位置しつつ、弱者との共感を重視する倫理の構築を求める。
　特に本章で著者が新たな公共哲学の概念として主張したのが共通善
（common good）と相並ぶ共通恩恵（common grace）の概念である。これま
で国家は古代ギリシャから中世にいたるまで共通善の枠組みでとらえられてき
た。しかし著者によれば、この枠組みでは国家が人々の有徳の生活と結びつい
ていたため、国家権力が提示する道徳を個人が強制される点が問題であった。
そこで著者は、西欧思想におけるアリストテレスからトマスにいたる共通善の
伝統ではなく、アウグステイヌスにみられる人間の善よりも悪の側面を重視し、
悪の抑制として国家を捉え、それを神によって人間に与えられた恩恵ととらえ
る共通恩恵の伝統に注目する。著者はこの考えから、国家を有徳な生活の場と
せず、せいぜい平和と安寧のために市民が権力を委託している制度として捉え
る天賦信託論を主張する。著者によれば、この天賦信託論を前提とすることで、
国家の権威の源泉である超越的絶対者を国家の為政者より上位に置き、国家を
それによって権力が委託された装置とみなし、それを批判する姿勢が生まれる
のである。また、このような批判的視点の提供こそが、公共空間における宗教
の役割に他ならない。そして著者は有徳な生活の場を国家ではなく、公共のも
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のたる市民社会とし、市民が下から生活のニードに応じて形成する様々な自発
的な集団を徳の担い手とする。　　
　さらに著者はこの天賦信託論の萌芽を近代日本の思想に見出そうとする。特
に著者は儒学における超越的な「天」の思想を用い、国家を普遍的博愛主義・
平等主義の下で方向づけようとした幕末の横井小楠の思想を評価し、さらに天
賦人権説を積極的に主張した明治啓蒙期の思想家を紹介する。しかし著者によ
れば明治啓蒙期の思想家の問題点は宗教への認識が不十分であったことである。
その結果、国家主権者である天皇を古代日本神話の構造において神格化し、政
治と宗教を直結させる国家神道の成立を許し、それが国民精神総動員のイデオ
ロギーとなったことへの対応を不可能にしたのである。
　そこで著者は、戦時中に日独双方で行われた国家の神格・絶対化に対する批
判を展開した南原繁の思想に注目し、民族的な個性の上に、真・善・美・正義
という並行関係にある諸価値の実現を図り、さらにそれらに生命を与えるもの
として超越的神性（スピリチュアリテイ）と結びついた「神の国」を把握して
いく南原の価値並行論の批判的再構成を試みる。著者によれば南原の思想の最
大の問題点は市民社会論の欠如であり、南原におけるスピリチュアリテイは国
家ではなく個人や親密的な共同体、そして国家と個人との間に存在する市民社
会とその様々な領域に結び付けられるべきとする。
　さらに著者は意味並行論ないし意味の領域主権論という形で、南原の議論の
批判的再構成を考える。この議論においては多元論が主張され、自然科学と精
神科学の間の複雑系の発想からくる「意味の創発」が重視される。さらに価値
並行論で曖昧であった真理認識と社会組織の区別が、前者については意味局面
の間の相互独立性として、後者については様々な社会領域の間の相互主体性と
して理解される。著者はこのような形で南原の価値並行論を批判的に再構成し、
この方向性の下に現在の日本国憲法を再解釈しようとする。
　しかし日本国憲法を著者が再解釈する際に問題となるのが、市民社会の契約
関係を国家形成に応用した近代社会契約論における主権概念の理解であった。
特にこのルソーに代表される人民主権の主張は、近代民主主義の根幹をなすも
229
千葉大学　公共研究　第 10 巻第１号（2014 年３月）
のであるが、しかし同時に様々な背理やアポリアを抱え込み、特に主権と結び
ついた一般意志の暴走という危険をもたらした。
　著者はこのルソーの人民主権概念の最大の問題点を人間世界のシステムの中
に絶対的主権者を内在化させた点と考え、これに対して絶対的主権を人間世界
のシステムの内ではなく外に設定し、二者間の契約関係ではなく、超越的絶対者
との関係を組みこんだ三者間の信託関係を社会契約論理解の前提にすることを
主張する。即ち著者が主張するのは、絶対的主権者として超越的絶対者を設定し、
その受託者を国民の代表者とし、受益者として国民を考える天賦信託論である。
　そしてこのように考えられた著者の天賦信託論において、主権は絶対的な性
質を持つものではなく、部分的主権、即ち領域主権を意味する。絶対的主権は
超越的絶対者に属してはいても、国民には領域主権としての国民主権が、そし
て市民社会の様々な領域にはそれぞれの領域主権が託される。この視点から国
民主権は、これまでの単一不可分の絶対的主権という理解から、国内において
制限された、他の諸団体との横並びの形で付与された領域主権の一つと理解さ
れる。従ってそれぞれの団体はその与えられた領域内で個別的権限を有し、か
つ責任を果たすことが求められ、他団体との間でのチェック・アンド・バラン
スが図られる。しかも領域主権は当然地域主権を含み、実践面においては直接
民主主義と熟議を重視する方向性をとる。従って市民参加の下、国民生活と深
く結びついた政治課題についてはより小規模な地方政府のレベルに多くの権限
が委譲されることが要請され、また多様で多層的な地域主権に基礎づけられた
市民団体は、その関心ごとの連帯によって国境を乗り越えていく。市民が様々
な生活のレベルにおいて立ち上げる中間集団の自律性が領域主権という形で把
握される中から、著者の創発民主主義は始まるのである。
　新たな社会福祉学の構想
　さて、以上の議論を踏まえながら、第 4 章において著者は改めて自身の福祉
理論を展開しようとする。日本においてはこれまで社会保障制度はマクロな社
会政策論によって決定され、政府からの強い制度的な縛りの中におかれた。し
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かも著者によれば福祉の基本はミクロなレベルにおける対人援助サービスであ
るが、そのサービスの担い手についての議論が不十分であった。特に近年の「措
置制度から契約制度へ」という方向性の下で、これまで以上に「現金給付から
契約的な対人援助サービス」の質の向上に重点が向けられており、ますますこ
の対人援助サービスの担い手の人材育成や福祉経営、そしてモラルある市民教
育としてのケアの担い手と受け手に対する福祉教育が要請されている。
　そしてそのためのフレームワークとして、著者は 2001 年に WHO 総会にお
いて採択された ICF（国際生活機能分類）モデルに注目する。このモデルは人
間の生活機能を階層的に身体構造、心身機能、活動、参加の構成要素間の相互
作用として把握し、さらにそれぞれに影響を及ぼす環境因子と個人因子を想定
した基準である。なお、内容の詳細は紙数の関係で割愛せざるを得ないが、著
者はこの ICF のモデルと前述した 4 世界モデルを結びつけ、階層性、相対的
独立性（領域主権性）、相互依存性（補完性）を中心的な概念とした、トータ
ルに生活世界に意味を読みとる著者独自の枠組みを ICF-4 世界モデルと呼ぶ。
そしてこの枠組みの下で、身体構造や心身機能において障害が生じた際に他者
との共同の下で活動や参加を通してその障害の克服を図り、各人の自立を支援
する営みを福祉とする。
　続いて著者は福祉の歴史的展開に目を向ける。そもそも著者によれば福祉は
原始共同体の時代から相互扶助が中心であり、その基本的な単位は家族や地域
共同体であった。その後の中央集権的な国家の成立以降は、東洋においては主
権的な支配者の慈恵的な救済が、西洋では特に中世以降はキリスト教会による
「教区の慈善」がその中心となった。
　そして西洋においては、16 世紀の宗教改革以降、まず北欧やイギリスにお
いて、領邦国家と結びついた国民教会の下で、後の福祉国家の原型となるシ
ステムが発達する。そこには国民のイデオロギー的な均質性と政府への信頼が
存在していた。これに対し南欧では、カトリック教会が 20 世紀にいたるまで
福祉組織を提供し続けたため、国民的な福祉国家の形成が遅れ、カトリック的
な家族福祉とコーポラテイズムがこの地域の福祉の特色となる。他方この両者
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の中間に位置する西ヨーロッパでは、この両者の中間的形式が生じる。即ちプ
ロテスタントとカトリック、さらに人文主義がモザイク的に入り組み、多元的、
多層的な市民の自治意識が育まれ、キリスト教政党や多数の中間集団が形成さ
れた。国家はそれらの補完的機能を担い、主にこの中間集団が福祉を担うこと
になる。その典型例が後述するオランダであった。他方このようなヨーロッパ
の福祉国家形成への道のりと対極の道を歩んだのがアメリカ合衆国である。ア
メリカでは民間、特に共和国型市民道徳（civic virtue）の伝統の下、草の根
的に存在するキリスト教グループやボランティア中間集団と市場が福祉を担う
自由主義モデルが形成される。著者によれば欧米先進諸国の福祉はキリスト教
的な市民社会の伝統が前提であり、自由主義型福祉の日本への直接的な導入は
日本的なミーイズムを生み、社会的孤立の大きい社会を生んだのである。
　以上の欧米の福祉国家のモデルの中で、著者は今後の日本の福祉を考えるヒ
ントとして、オランダを考える。第二次大戦後福祉国家としてスタートしなが
ら、石油ショックによる経済危機に対して、新自由主義ではなく、脱生産主義
の方向をとったのがオランダであった。特に 1982 年から政権を取ったルベル
ス政権は、政府の企業への減税と企業側の労働時間の短縮と雇用の確保、労働
者側の賃金の抑制維持の受け入れといった三者の痛み分けを伴うワッセナー合
意を取りまとめ、大胆な雇用・福祉改革を実現した。この改革で実現したのが、
賃金の抑制と労働時間の短縮によってパートタイム労働を促進し、そのことで
雇用創出と企業収益の増収を図るワーク・シェアリングと呼ばれる政策である。
著者はこのような改革を可能にしたものこそ、イデオロギーの対立や直接的な
利害対立を乗り越えた民衆レベルにおける「友愛」と「連帯」のモラルの進展
であるとする。そしてこのワーク・シェアリングに代表される脱生産主義のラ
イフ・スタイルは、労働市場のみにエネルギーを注ぐのではなく、家族と共に
過ごす時間を増やし、育児や介護といった人間的な触れ合いを高め、コミュニ
テイ形成を深めるという形で、民主主義の深化に結び付くのである。
　これに対して日本における福祉は、近代初期においては地域社会の相互扶助
に基づく救済を前提とし、それを補完する形での、国家の権力構造と巧みに結
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びついた上からの「慈恵」的なものであった。そして下からの民間の慈善事業
の層の薄さが、今日まで市民社会に根差した福祉の実現を阻んだのである。
　著者によれば現在、日本の福祉は歴史的に新たな基礎構造改革が図られる過
渡期にある。それは①自立生活の支援、②利用者民主主義の推進、③サービス
の質的向上、④地域福祉型社会福祉の推進の 4 点に集約される。そして新た
なモラルある市民社会の福祉を構想する公共福祉学は、当事者を援助し、制度
に媒介する、という形で市民の幸福とそのための活私開公を図ることを目的と
し、援助を必要とする人々に代表される社会の福祉的事象を対象とする。また
公、公共、私のそれぞれの領域における当事者と福祉の実践者を主体とし、さ
らに領域主権論とケアの倫理をその方法とする。それは生活世界の植民地化と
いう現実における広範囲な福祉的事象への対処を目指すものでもある。
　しかし、その際著者が問題としたのが、民間の福祉事業への政府による直接
の財政支援を禁じた現行憲法 89 条の規定である。著者によればこの規定ゆえ
に、日本の福祉事業の多くが財源として税金を使う場合、社会福祉法人という
形で強い行政的監督を受け、しかも福祉における価値の問題が等閑視され、貧
弱な福祉となってしまった。著者はこの 89 条の文言を、公共性を有しない慈
善事業への公金の支出を禁じる文言へ読み変えることを主張する。
　この解釈は、従来の強い行政的監督の下におかれた福祉から、利用者とサー
ビス提供者との関係を中心においた福祉への転換が図られるようになった、
1990 年代以降の福祉改革の流れに沿った解釈でもある。しかし問題は、この
方向性が市場主義への移行でもあった点である。特にこの市場主義への移行
という方向性を明確に打ち出した 2001 年の総合規制改革会議の報告に対して、
まず著者は、アメリカのように寄付文化や福祉に携わる NPO の存在が強固で
はない日本においては、この報告書に従えば市場を中心とした福祉となる危険
性が高い点を指摘する。そして報告書における「公設民営方式」という表現
に、民間から公へと媒介する存在が期待されている点を読み込み、この媒介者
として、自治能力を備え、自己利益の最大化のみを目指さない、自己と共に他
者を豊かにするモラル・グループを想定する。さらに著者は社会福祉事業を恩
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恵的なものとする考えからの脱却を唱えるこの報告書に対して、この恩恵を超
越的絶対者からの恩恵ととらえ、この恩恵に由来する慈善、博愛、連帯といっ
た価値に基づく市民的公共性こそが福祉を担うべきとする。そして著者はこの
「処置から契約」へ、「公から公共へ」という流れを、思想の上で適切に把握す
る公共哲学を市民の側が持ち、それに基づく意識改革を市民自身が行うことを
訴える。それは戦前の国家的な慈恵主義に基づく福祉や、戦後の強い国家の行
政監督に服する福祉からの脱却であると同時に、日本においてミーイズムをは
びこらせることになったリバタリアニズムや功利主義に基づく福祉からの脱却
でもある。そして最後に著者が訴えるのが、領域主権の下、各種の協同組合や
NPO 的中間集団がアクターとなり、各自治体業務を担っていく「コープ（協
同組合方式）とコーポ（corporation：日本型「絆」社会の形成）のダイナミズム」
（創発民主主義）による友愛と連帯に基づく経済に支えられた新たな福祉の実
現と、広い意味での、人間の幸福をつくる営みを地域住民自らが考え、新たな
コミュニテイ形成を図る時代の到来であった。
2 ．若干のコメント
　以上著者の本書における主張を概観したが、著者の主張の方向性とその問題
意識については、基本的には共感と賛意を示さざるをえない。特に本書の興味
深い点は、第 3 章で著者が、コミュニタリアニズムが一般的に強調する共通
善ではなく、共通恩恵の思想を再評価し、上昇型・完成型の徳ではなく、人間
の有限性や限界性に立脚した他者への応答関係と責任の関係性を重視する倫理
への方向性を積極的に打ち出した点にある。また第 4 章における欧米の福祉
国家の分かりやすい分析と、その中でのオランダの福祉社会の評価、特にそれ
が日本における今後の福祉のあり方に示唆的であるという著者の評価について
は、非常に説得力に富む内容であったと思われる。
　しかしながら、本書に難点がないわけではない。まず非常に読みづらく、全
体のまとまりがいいとは言えない。各章、各節がいかなる関係にあるのかにつ
いて、また内容それ自体について、もう少し説明が必要であるとの印象を禁じ
234
独自の認識論に基づく新たな社会福祉学の構想を提示
得なかった。そしてこのような読後感からは、いかなる読者層を対象にし、そ
の対象としている読者層への訴えにどこまで成功しているかについて疑問が呈
せられる。
　次に第 1 章から第 2 章にかけて主に展開されている認識論については、宗
教的認識や言説を公共哲学上の議論に取り込もうとし、宗教と哲学を架橋しよ
うとする著者の問題意識には共鳴を覚えるが、そのために、神学と哲学の論理
の間をいききし、両者の境界が曖昧となった結果、逆に神学的、哲学的な議論
がつめきれずに終わっているとの印象がぬぐえない。
　また第 3 章において展開された天賦信託説と領域主権をめぐる議論は興味
深かったが、なぜ一般的意味での主権概念が成立したのか、という問いへの応
答がなされるべきであった。一般的な主権概念が成立した歴史的背景には、西
欧近世における国内の封建的・宗教的諸団体相互の紛争に対する最終的な裁定
ないし決定主体の要請が存在していたからであり、また領域主権論においても、
権力を伴った何らかの形での最終的な裁定・決定主体は前提とされているよう
に思われる。著者の議論が一般的な主権論への根本的な批判となっているとは
言い難い。
　そして第 4 章の著者の公共福祉論における NGO・NPO への期待について
理解できるが、しかし福祉は NGO・NPO だけで担えるものではないし、単
なる規範意識や善意にのみ頼れるものではない。著者の議論が、市場主義や民
間に福祉を委ね、国家の負担や責任を回避しようとする新自由主義的国家政策
と、その論理に対する有効な批判となっているのか疑問の余地なしとしない。
国家の位置づけをめぐる著者の議論のさらなる深化が求められているように思
われる。
　以上、本書に対する若干の批判を試みたが、いずれもすぐに明確な回答が出
せるものではない。これらの批判を踏まえながら、著者の今後の研究がさらに
進展されることを願い、結びとしたい。　　　　　
（とちぎ・けんいちろう）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2014 年 2 月 3 日受理）
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＊本稿は地球福祉環境研究センターの「研究プロジェクト 3　時代を読む－グロー
バライゼーションとグローバル・ガバナンス（2）」に関わる研究成果である。 
（公共研究編集委員会）
